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付録
　本稿のような構造分析を行うためには，第二次世界天戦前と戦後の国内純生産
物データを比較可能な形で加工処理する必要があるが，基本的資料としては戦前
は一橋大学経済研究所「長期経済統計シリーズ」（とくに『国民所得』）を，戦後
については経済企画庁「国民所得統計」を使用し，戦前・戦後を補間する資料と
しては「経済審議庁データ」ならびに日本銀行統計局『明治以降本邦主要経済統
計』の諸資料を使用した。
　ただし，『国民所得』の国内純生産物（ＮＤＰ）データが生産物価格表示である
ことから，これと接続させるために戦後は「国民所得統計」の生産物価格表示デ
ータ（旧ＳＮＡ）をベースにして使用し，また終戦前後（1940～52年）の期間は，
基本的に「審議庁データ」を使って前後の期間のデータを接続するように修正し
て補うことにした。またデフレータとして主要産業ごとに卸売物価指数（1934～
36年基準）を作成し，これによって実質国内純生産物を導出した。（サービス産
業部門に関しては戦前と戦後の両期間を接続させる適当な物価指数が見当らなか
ったので，代理指数として消費者物価指数を使うことにした。）したがって以上
の作業から導出されたＮＤＰデフレータは，厳密には各産業の実質純生産物の各
－238（55）－
年値で加重平均された卸売物価指数と解釈されるべきであろう．なお，第８図に
は，各産業別の実質純生産物のシェアを参考のために載せておいた．
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